











The Economic Self-Reliance Doctrine of  
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と結論づけている   。 6
　次に、日中関係については、井上正也の『日中国交正常化の政治史』、「高碕達之助の
対米工作と日中関係」   、王珂「日中友好と高碕達之助-歴史の『記憶』と『忘却』」   、7 8
Mayumi Itoh, Pioneers of Sino- Japanese Relations: Liao and Takasaki   、牧村健一郎『日9










































































































らかになる   。また、時代と個人の関わりという点でいうならば、カー（E. H. Carr）が22
「個人としての人間の行動は集団や階級のメンバーとしての彼等の行動とは違」い、「個
人としての人間の行動の研究は彼等の行為の意識的動機の研究である」と述べたことにも





















  Mayumi Itoh, Pioneers of Sino- Japanese Relations: Liao and Takasaki  (New York: Palgrave Macmillan, 2012).9






























  遠藤浩一『戦後政治史論-窯変する保守政治 1945-1952』（勁草書房、2012年）3-4頁。同書において、「人格や手法、20
思想といったものが問題となるとするならば、その人格や手法が原因となって失政や蹉跌に至った場合や、思想の実現が結果
として国家・国民に多大な損失を与えた場合である（4頁）」と限定している。
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から、計画実行されたらいい」と、高碕の総裁就任に肯定的であった   。 103
　ただし、松永は高碕が政治家に転身することは反対であった。それは、高碕と同様に実
業家出身である小林一三が政治家として失敗したことを念頭に置いていたからであっ
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会にドイツを訪れた高碕は、当時飛行機製造の最大手だったユンカース（Jun k e r s 

























の経営に携わることになる   。 27












































































































とが考えられる   。 43

















































































































































































































































































































































内閣総理大臣 吉田茂殿    93
!
【史料③　陳延炯の証言   】 94
August 28, 1950 
(the 39th year of the Republic of China) 
This is to certify that Mr. Tatsunosuke Takasaki, the former President of 
the Manchurian Heavy Industry Development Company, was in this 
remote country to engage in technical management of var ious 
industries. During this time, he was also an advisor of both the 
Northeast Economic Committee and the Northeast Office of the 
Resources Committee of the Republic of China; and, in this capacity, 
has contributed a great deal to this country. Observing these past 
 57
activities of his, it can be confidently stated that he was entirely a 
technical man, free of any sort of aggressive idea whatever. 
FOR THE CHIEF OF CHINESE MISSION 






















































































































































































































































































































































































































































  上掲、『高碕達之助集 上巻』142頁。高碕達之助「独伊経済体制瞥見」『科学主義工業 復刻版』第5巻2号（皓星社、23
1998年）88頁。
  上掲、『高碕達之助集 上巻』143頁。24
  井上寿一『政友党と民政党』（中央公論社、2012年）114頁。25
  幣原平和財団編『幣原喜重郎』（幣原平和財団、1955年）26
  上掲、『高碕達之助集 上巻』145頁。27
  『朝日新聞』1940年12月14日。28
  『朝日新聞』1941年1月21日。29
  『朝日新聞』1941年2月18日。「日満を一体とする鉄工、石炭の増産策 きょう商相・業者側と階段」、また同年3月27日30
の『朝日新聞』は、商工省が先の鉄鋼生産力拡充計画を元にした満業実施案の提出を高碕らに求めたことを報じている。








  『日本工業新聞』1940年8月30日（神戸大学付属図書館 新聞文庫所蔵）。38
  『日本工業新聞』1940年9月8日（神戸大学付属図書館 新聞文庫所蔵）。39
  上掲『高碕達之助集 上巻』216頁。40
  同上、216頁。41
  『朝日新聞』1942年12月10日。42
  Mark R. Peattie, Ishiwara Kanji and Japan’s Confrontation with the West, (Prinston, Prinston University Press, 1975) pp.295-305.43
  『読売新聞』1942年12月27日。44
  上掲、『高碕達之助集 上巻』149頁。45
  『日本工業新聞』1940年9月6日（神戸大学付属図書館 新聞文庫所蔵）46
  分離に至るまでの経緯は、上掲、『鮎川義介と経済的国際主義』290-292頁を参照のこと。47
 70
  『日本産業経済新聞』1943年2月27日（神戸大学付属図書館 新聞文庫所蔵）。48
  上掲、『高碕達之助集 上巻』217頁。49
  『朝日新聞』1943年4月28日夕刊。50
  上掲、『高碕達之助集 上巻』149頁。51
  『読売新聞』1943年6月27日。52
  『朝日新聞』1943年6月27日。53
  上掲『高碕達之助集 上巻』148頁。54
  上掲、『高碕達之助集 上巻』146-147頁。55
  「満洲国指導方針要綱」国立国会図書館（http://rnavi.ndl.go.jp/politics/entry/bib00092.php）。56




























  上掲、『高碕達之助集 上巻』319頁。81
  矢羽田朋子「日本敗戦後の中国東北地域についての概括（１）-終戦直後の上京について ソ連・国民政府・中国共産党-」82
『国際文化研究論集』第6号（西南大学大学院、2012年）6頁。
  上掲、『高碕達之助集 上巻』324頁。83









  上掲、『高碕達之助集 上巻』327-328頁。86
















  上掲、『高碕達之助集 上巻』177頁。98



































  上掲、『高碕達之助集 上巻』181頁。118





















  上掲、『高碕達之助集 上巻』194頁。128





































































































































































































































































































































































































































強固であり、高碕の出馬によって阪急からの支持票は高碕に流れると予想されていた   。 55
　 選挙の結果は、高碕が71,939票という同区での最高得票によって1位当選を果たした。
左社の松原が2位、右社の井上が3位に入り、自由党の浅香と原田は最下位争いをすること






































































































































































































































































































































































































































































































































































るよう命じた。川本はオークリッジ国立研究所（Oak Ridge National Laboratory）所
 101
長のワインバーグ（Dr. Alvin Weinberg）から、日本への原子力技術導入に対して否定
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・伊藤之雄「J.Mark Ramseyer and Frances M.Rosenbluth, The Politics of Oligarchy: 
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